
資料１

　　　　　　　　釧路湿原「自然再生事業」の基本方針について

　★釧路湿原における各種地域指定等の現状

　　◆国立公園（環境省）

　　○釧路湿原国立公園　１９８７年指定　（面積：約2万7千ha）
　　　　　　　　　　　　市町村別面積　　　・釧路市　 2600ha

・釧路町　 3800ha
・ 標茶町　12000ha
・ 鶴居村　 8500ha

　　　◆ラムサール条約登録湿地（環境省）　１９８０年登録　　（面積：約8千ha）
　　　◆国設鳥獣保護区（環境省）　　　　　１９５８年当初設定（面積：約1万2千ha）
　　　◆国指定天然記念物（文化庁）　　　　１９６７年指定　　（面積：約5千ha）
　　　◆河川区域（国土交通省）　　　　　　２０００年拡張　　（面積：約1万6千ha）　

　　　◆国有林（林野庁）

　　　◆農業振興地域（農林水産省）

★釧路湿原が消失・劣化した原因と現状

　　　　　

　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   

　　　　　　　　　 

※現状把握の課題：

　　　　　　　　○自然環境を始めとする各種データの精度をさらに上げる必要。→　補完的自然環境調査を関係省庁とも連携して実施。

　　　　　　　　○関係機関がバラバラに所有しているﾃﾞー ﾀﾍﾞー ｽを統一し効率的に活用する必要。→「調査技術小委員会」等にて議論。

　　　　　　　　　　　釧路湿原の消失・劣化
※ 湿原面積：1947 年（約2 万5 千ha）→1996 年（約1 万9 千ha）　50 年間で 2 割以上減少。

ハンノキ林：1947 年（約2 千ha）→1996 年（約7 千ha）　50 年間で 3.5 倍。(うち最近の 20 年間で 2.4 倍と加速度的に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　増加)
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★環境省の釧路湿原「自然再生事業」の基本方針
「釧路湿原の河川環境保全に関する提言」（平成13 年３月：釧路湿原の河川環境保全に関する検討委員会（辻井達一委員長））のうち、国立公園等

自然環境の観点から調査・計画・事業を強化・推進するため、環境省として、自然再生事業を実施。

◆自然再生事業内容（メニュー）例  上流域

(茅沼等)

 中流域

(達古武等)

 下流域

(広里等)

■湿原の再生（乾燥化しつつある湿原の回復、荒地等の再湿原化等）

　　○湿原に侵入しているハンノキ林の除去

　　○荒地・草地の地盤の掘り下げ

　　○湿原植生（ヨシ・スゲ等）の植栽

　　　　○湧水地の再生　　　　　　　　など

　　◎ 　　○ 　　◎

　

■野生生物生息生育環境整備

　　○タンチョウの営巣環境の整備（ヨシ原整備）

　　○タンチョウのねぐら環境の整備（不凍水路整備）

　　　　○キタサンショウウオの生息地の整備（池沼等整備）など

　　◎ 　　○ 　　◎

■土砂流入対策

　　○湿原周辺地域における植生復元

　　　　○河畔林、沈砂地整備　　　　　　など

　

　　○

　

　　◎ 　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊当面、◎について、１３年度補正・14 年度予算による重点的な事業実施を検討

◆ 自然再生事業の基本的考え方（特徴）

＜パイロット事業・コアバッファー＞

○ 湿原全域（上・中・下流域の全て）を対象として、多様な自然再生事業を実施。

○ 事業の緊急性の高い箇所から自然再生のパイロット的事業として順次着手。

○ コアとバッファーの考え方を湿原全域及び各事業地区毎に導入。（湿原のﾊﾞｯﾌｧｰ地域で事業を重点的実施、各事

業地の周辺にはﾊﾞｯﾌｧｰを設定。）

＜各省等連携・市民参加・情報公開＞

○ 関係省庁、地元自治体等と連携し、事業を効果的・総合的に実施するとともに、市民・ＮＰＯ等による事業参加を

具体的に検討。　　　※市民参加型自然再生活動モデル事業の実施を検討。

○ 調査・事業の各段階で情報を広く公開し、地域合意の下で事業を展開。

○ 環境学習・普及啓発活動にも積極的に活用。

＜データに基づく丁寧な事業＞

○ 自然環境データについては、国立公園指定以来既にかなりのものが蓄積しており、また昨年から既存情報の総

合データベース化を実施中。さらに、事業に伴う自然環境詳細（補完）調査を実施し、これらの自然環境情報に基

づき、事業内容を検討。

　　○地域の自然環境の違い（例えば低層湿原・高層湿原）に応じて、地域に即した事業内容を詳細に検討。

　　○施工は、生態系を破壊しないよう丁寧に実施。（機械にできるだけ頼らない、現地産資材を使用する等）

＜モニタリング・順応的管理＞

　　○自然環境の再生状況をモニタリングしながら、その評価を事業にフィードバックし、事業内容を柔軟に見直し。

○ 事業実施による効果を客観的に評価するために、事業実施地区近傍に標準区を設定し、生物多様性や土砂堆積

等の具体的な指標に基づき科学的な比較分析を実施。

◆ 確保すべき基礎条件

例

・ 既存の湿原生態系へ

の影響の最小化

・ 出水時の下流･周辺

への影響の最小化

・ 生活の安全性の確保

・ 産業への影響の最小

化

◆自然再生事業の当面の目標

　すぐれた自然環境を有する国立公園「釧路湿原」の現状を維持（現状の湿原

の面積・状態を総量として維持）することを当面の目標とする。

このため、

① これ以上の湿原の減少・劣化をできる限り防止する。

② 人為により消失・　劣化した湿原を再生し、湿原の生態的機能を回復させる。

◆目標水準の設定

　　・事業実施地区毎に目標像となる地区（標準区）の設定を検討。

　　・生態学的判断、水管理技術上の判断に加え、地域合意が必要。
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